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都道府県薬剤師会担当役員 殿 

日 本 薬 剤 師 会  

副会長 田尻 泰典 

 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案）に関する 

意見の募集について 

 

平素より、本会会務に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

このたび、「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案）」が公表

され、医療従事者等の範囲について「病院、診療所において、新型コロナウイルス感染

症患者（新型コロナウイルス感染症疑い患者を含む。以下同じ。）に頻繁に接する機会の

ある医師その他の職員」、「薬局において、新型コロナウイルス感染症患者に頻繁に接す

る機会のある薬剤師その他の職員」が示されました。 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種については、新型コロナウイルス感

染症対策分科会において、重症化リスクの大きさ、医療提供体制の確保等を踏まえ、ま

ずは医療従事者等への接種、次に高齢者、その次に高齢者以外で基礎疾患を有する者、

高齢者施設等の従事者への接種をできるようにする、として議論が重ねられてきたとこ

ろです。 

本会は、地域医療提供体制の維持・確保のため、医療機関（病院・診療所）の薬剤師、

保険薬局の薬剤師及び患者対応を行う従業員がワクチン優先接種の対象に位置づけられ

るよう、関係方面に働きかけを行ってまいりました。 

 12月11日に開催された新型コロナウイルス感染症対策分科会（第18回）にて、医療

従事者等の範囲の考え方について議論され（分科会資料4-1）、このたび、分科会のとり

まとめとして「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案）」が作成

されました。 

本件については、令和２年12月24日（木）～令和３年１月12日（火）まで意見募集

が行われております。取り急ぎお知らせいたしますので、宜しくお取り計らいの程お願

い申し上げます。 



 

＜意見募集ページ＞ 

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=

060201223&Mode=0 

 

＜別添＞ 

○意見募集関係 

１．「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について(案)」に関する御意見の

募集について 

２．新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案）  

３．新型コロナウイルス感染症対策分科会での議論経過等 

 

○関連情報 

・第18回新型コロナウイルス感染症対策分科会（12月11日開催）資料4-1 
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「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について(案)」 

に関する御意見の募集について 

 

令和２年１２月２４日 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室 

厚生労働省健康局健康課予防接種室 

 

「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案）」について、下記のとおり、

御意見を募集します。 

 

１．御意見募集期間 

令和２年１２月２４日（木）～令和３年１月１２日（火）（必着） 

 

２．御意見募集対象 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案） 

 

３．意見公募の趣旨・目的・背景 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種については、ワクチンの確保、流通体制の

確保、接種順位の検討、接種体制の整備、副反応への対応、安全対策などが必要となります。 

今般、これまでの新型コロナウイルス感染症対策分科会での議論のとりまとめとして「新型

コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案）」を作成しましたので、御意見を

募集します。 

 

４．御意見の提出方法 

御意見は理由を付して、次に掲げるいずれかの方法により提出してください（様式は自由）。 

その際、件名に「新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案）に関する

意見」と明記して御提出ください。電話での受付はできませんので御了承ください。 

 

（１） 電子政府の総合窓口(e-Gov)の意見提出フォームを使用する場合 

「パブリックコメント：意見募集中案件詳細」画面の意見提出フォームへのボタンをクリック

し、「パブリックコメント：意見提出フォーム」より提出してください。 

 

（２） 郵送する場合 

〒100-8914 東京都千代田区永田町１－６－１ 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室宛て 

 

（３） ＦＡＸの場合 

ＦＡＸ番号：０３－３５０１－３９７３ 

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室宛て  

 

noriko-komatsu
タイプライターテキスト
別添1
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４．御意見の提出上の注意 

提出していただく御意見は日本語に限ります。また、個人の場合は、氏名・住所等の連絡先を、

法人の場合は、法人名・所在地を記入してください（御意見の内容に不明な点があった場合等の

連絡・確認のために使用します）。お寄せいただいた御意見について、個別の回答はいたしかね

ます。また、氏名及び住所その他の連絡先を除き、公表させていただくことがありますので、あ

らかじめ御了承願います。 
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新型コロナウイルス感染症に係るワクチンの接種について（案） 

 

 

令和 年 月 日 

 内閣官房 

厚生労働省 

 

１ 趣旨 

新型コロナウイルス感染症に係るワクチン（以下「ワクチン」という。）の接

種開始に当たっては、ワクチン等の確保に加え、流通体制の確保、接種順

位の検討、接種体制の整備、副反応への対応、安全対策など、多領域にわ

たる事前準備が必要となる。 

ワクチンの接種を円滑に実施するために、令和２年９月時点で得られた知

見、新型コロナウイルス感染症対策分科会での議論経過等（別添）を踏まえ、

中間とりまとめを策定したが、その後、予防接種法（昭和２３年法律第６８号）

の改正や接種順位の検討など、接種に向け必要な準備を進めてきたところ

であり、それらを踏まえとりまとめを行うものである。 

 

２ 接種目的 

新型コロナウイルス感染症による死亡者や重症者の発生をできる限り減

らし、結果として新型コロナウイルス感染症のまん延の防止を図る。 

 

３ ワクチンの確保  

（１）国は、多くの国民へのワクチン接種により、生命・健康を損なうリスクの

軽減や医療への負荷の軽減、更には社会経済の安定につながることが

期待されることから、令和３年前半までに全国民に提供できる数量を確保

することを目指す。 

このため、現在開発が進められているワクチン候補のうち、臨床試験の

進捗状況等を踏まえ、安全性や有効性、日本での供給可能性等が見込

まれるものについては、国内産、国外産の別を問わず、全体として必要な

数量について、供給契約の締結を順次進める。 

 

（２）ワクチンの確保のため、健康被害に係る損害を賠償すること等により生

じた製造販売業者等の損失の補償については、予防接種法に基づき、適

切に対応する。 

noriko-komatsu
タイプライターテキスト
別添2
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４ 接種の実施体制 

（１）接種の実施体制については、特定接種の枠組みではなく、予防接種法

の臨時接種の特例として、住民への接種を優先する考えに立ち、簡素か

つ効率的な接種体制を構築する。 

 

（２）接種は、国の指示のもと、都道府県の協力により、市町村において実施

することとなる。国民への円滑な接種を実施するため、国の主導的役割、

広域的視点、住民に身近な視点から、国、都道府県及び市町村の主な役

割について概ね以下の分担を前提とし、今後具体的な検討を進め、必要

な体制の確保を図る。 

 

（国の主な役割） 

・ ワクチン、注射針・注射筒の購入及び卸売業者への譲渡 

・ 接種順位の決定 

・ ワクチンに係る科学的知見の国民への情報提供 

・ 健康被害救済に係る認定 

・ 副反応疑い報告制度の運営 

 

（都道府県の主な役割） 

・ 地域の卸売業者との調整 

・ 市町村事務に係る調整 

・ 医療従事者等への接種体制の調整 

・ 専門的相談対応 

 

（市町村の主な役割） 

・ 医療機関との委託契約、接種費用の支払 

・ 住民への接種勧奨、個別通知（予診票、接種券） 

・ 接種手続等に関する一般相談対応 

・ 健康被害救済の申請受付、給付 

・ 集団的な接種を行う場合の会場確保 

 

（３）ワクチン接種の実施に当たっては、地方自治体の負担が生じないよう、 

予防接種法に基づき、国が必要な財政措置を講ずる。 
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（４）国は、都道府県及び市町村の事務負担の軽減を図るため、接種可能な

医療機関及び接種対象者の把握及びワクチン等の物流管理等のための

システムの構築・改修、集合契約の活用等について検討を進める。 

 

５ 接種順位 

（１）当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行われる

見通しであることから、接種目的に照らして、 

・新型コロナウイルス感染症患者（新型コロナウイルス感染症疑い患者 

を含む。以下同じ。）に直接医療を提供する施設の医療従事者等（新

型コロナウイルス感染症患者の搬送に携わる救急隊員等及び患者と

接する業務を行う保健所職員等を含む。） 

・高齢者及び基礎疾患を有する者 

を接種順位の上位に位置付けて接種する。その基本的考え方や、具体

的な範囲等については、別紙のとおり。 

 

（２）高齢者及び基礎疾患を有する者や障害を有する者が集団で居住する

施設等で従事する者の接種順位については、 

・高齢者等が入所・居住する社会福祉施設等（介護保険施設、居住系

介護サービス、高齢者が入所・居住する障害者施設・救護施設等）に

おいて、利用者に直接接する職員 

を高齢者に次ぐ接種順位と位置付けて接種する。その基本的考え方や、

具体的な範囲等については、別紙のとおり。 

  

（３）妊婦の接種順位については、厚生労働省において、国内外の科学的知

見等を踏まえた検討を継続した上で示す。 

 

（４）上記の者以外の者については、上記の者への接種の状況を踏まえた対

応となるが、地方自治体はあらかじめ接種券を配布し、接種を希望する者

は医療機関に予約すること等により、順次接種を行う。 

 

６ ワクチンの有効性及び安全性 

（１）接種に用いるワクチンは現時点では未定であるが、新たな技術を活用し

たワクチンの開発が進められており、これまで日本で承認されたワクチンと

は大きく性質が異なるものと考えられる。また、接種実績が限られる状況

では、ワクチンの有効性及び安全性等に係る情報も限られることも想定さ
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れる。 

 

（２）ワクチンの有効性及び安全性等の評価については、独立行政法人医薬

品医療機器総合機構等で検討するとともに、広く接種を行う際には厚生科

学審議会予防接種・ワクチン分科会で適切に議論する。 

 

（３）国は、ワクチンの接種開始以降も、ワクチンの製造販売後調査等により、

製造販売業者等と連携し、品質、有効性及び安全性のデータの収集・分析

を行うなど、有効性及び安全性を十分に確保する。 

 

（４）国は、ワクチンによる副反応を疑う事象について、医療機関又は製造販

売業者からの報告などにより迅速に情報を把握するとともに、当該情報に

係る専門家による評価により、速やかに必要な安全対策を講ずる。 

 

（５）ワクチンは最終的には個人の判断で接種されるものであることから、ワク

チンの接種に当たっては、リスクとベネフィットを総合的に勘案し接種の判

断ができる情報を提供することが必要である。 

 

７ 健康被害救済制度 

国は、ワクチン接種に伴い、健康被害が生じた場合については、予防接種

法に基づき、必要な救済措置を講ずる。 

 

８ 広報 

国は、国民に対して、ワクチンの有効性及び安全性についての情報を提

供するなど、的確で丁寧なコミュニケーション等を進め、幅広くワクチン接種

への理解を得るとともに、国民が自らの意思で接種の判断を行うことができ

るよう取り組む。 

 

９ 今後の検討等 

（１）今回整理する内容は、今後明らかになる知見等を踏まえ、適宜見直す。 

 

（２）今後のワクチンの接種に当たり、更に具体的な接種順位、ワクチンの流

通体制、複数メーカーのワクチンの使用の在り方、有害事象モニタリング、

副反応への対応等について、厚生労働省において引き続き検討する。 
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（別紙） 

接種順位の基本的考え方と具体的な範囲について 

 

 

１  重症化リスクの大きさ、医療提供体制の確保等を踏まえ、まずは医療従事

者等への接種、次に高齢者、その次に高齢者以外で基礎疾患を有する者、

高齢者施設等の従事者への接種をできるようにする。 

   その後、それ以外の者に対し、ワクチンの供給量等を踏まえ順次接種をで

きるようにする。 

 

２  医療従事者等に早期に接種する理由として、以下の点が重要であることを

踏まえ、具体的な範囲を定める。 

 業務の特性として、新型コロナウイルス感染症患者や多くの疑い患者と

頻繁に接する業務を行うことから、新型コロナウイルスへの曝露の機会

が極めて多いこと 

 医療従事者等の発症及び重症化リスクの軽減は、医療提供体制の確

保のために必要であること 

  

  医療従事者等の範囲は、基本的に以下とする。 

○ 病院、診療所において、新型コロナウイルス感染症患者（新型コロナウ

イルス感染症疑い患者を含む。以下同じ。）に頻繁に接する機会のある

医師その他の職員 

○ 薬局において、新型コロナウイルス感染症患者に頻繁に接する機会の

ある薬剤師その他の職員 

○ 新型コロナウイルス感染症患者を搬送する救急隊員等、海上保安庁

職員、自衛隊職員 

○ 自治体等の新型コロナウイルス感染症対策業務において、新型コロナ

ウイルス感染症患者に頻繁に接する業務を行う者 

    

３  高齢者及び基礎疾患を有する者や障害を有する者が集団で居住する施設

等で従事する者（以下「高齢者施設等の従事者」という。）の接種順位につい

ては、業務の特性として、仮に施設で新型コロナウイルス感染症患者が発生

した後にも高齢の患者や濃厚接触者へのサービスを継続するとともに、クラ

スターを抑止する対応を行う必要があることから、基本的に以下の従事者を、

高齢者に次ぐ接種順位と位置付ける。 
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  対象の高齢者施設等には、例えば、以下の施設であって、高齢者等が入所・

居住するものが含まれる 

○ 介護保険施設 

 ・ 介護老人福祉施設 

 ・ 地域密着型介護老人福祉施設 

入所者生活介護 

 ・ 介護老人保健施設 

 ・ 介護療養型医療施設 

 ・ 介護医療院 

 

○ 居住系介護サービス 

 ・ 特定施設入居者生活介護 

 ・ 地域密着型特定施設入居者生活

介護 

 ・ 認知症対応型共同生活介護 

 

○ 老人福祉法による老人福祉施設 

 ・ 養護老人ホーム（一般）（盲） 

 ・ 軽費老人ホーム Ａ型、Ｂ型 

（ケアハウス） 

 ・ 都市型軽費老人ホーム 

 ・ 有料老人ホーム 

 

○ 高齢者住まい法による住宅 

 ・ サービス付き高齢者向け住宅 

○ 生活保護法による保護施設 

 ・ 救護施設 

 ・ 更生施設 

 ・ 宿所提供施設 

 

○ 障害者総合支援法による障害者 

支援施設等 

 ・ 障害者支援施設 

 ・ 共同生活援助事業所 

 ・ 重度障害者等包括支援事業所 

 （共同生活援助を提供する場合に限る） 

 ・ 福祉ホーム 

 

○ その他の社会福祉法等による施設 

 ・ 社会福祉住居施設 

（日常生活支援住居施設を含む） 

 ・ 生活困窮者・ホームレス自立支援 

センター 

 ・ 生活困窮者一時宿泊施設 

 ・ 原子爆弾被爆者養護ホーム 

 ・ 生活支援ハウス 

 ・ 婦人保護施設 

 ・ 矯正施設 （※患者が発生した場合の

処遇に従事する職員に限る） 

 ・ 更生保護施設 



接種目的

〇新型コロナウイルス感染症による死亡者や重症者の発生をできる限り減らし、結果として新型コロナウイルス
感染症のまん延の防止を図る。

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
・国は、死亡者や重症者をできる限り抑制し、国民の生命及び健康を守るために、ワクチン接種の実施体制を
整えていく必要がある。

新型コロナウイルス感染症対策分科会（以下「分科会」）での議論と
政府としての中間とりまとめ①

（構成員の主なご意見）
・ワクチン接種により感染予防効果が得られるかが不確実である現状において、死亡者や重症化の発生の抑制
を第一の目的とすることでよいのではないか。

・これまでの経験から今回のワクチンは、感染予防効果を期待することは難しいとして考えるべきではないか。

（政府としての中間とりまとめ）
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ワクチンの確保

（１）国は、多くの国民へのワクチン接種により、生命・健康を損なうリスクの軽減や医療への負荷の軽減、
更には社会経済の安定につながることが期待されることから、令和３年前半までに全国民に提供できる数
量を確保することを目指す。
このため、現在開発が進められているワクチン候補のうち、臨床試験の進捗状況等を踏まえ、安全性や

有効性、日本での供給可能性等が見込まれるものについては、国内産、国外産の別を問わず、全体として
必要な数量について、供給契約の締結を順次進める。

（２）国は、ワクチンの使用による健康被害が生じた場合の適切な救済措置を講ずるとともに、健康被害に
係る損害を賠償すること等により生じた製造販売業者等の損失を補償することができるよう、接種の開始
前までに法的措置を講ずる。

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
・国としてワクチンの確保に全力で取り組んでいくとともに、海外からの購入に際しては、安全性及び有効性
などが明確になっていない時点で確保の判断を行う必要がある。したがって、最終的には確保したワクチン
をすべては使用しない可能性があるとしても、必要なワクチンを確保することを目指す必要がある。

・その一方で、ワクチンの確保にあたっては、世界で日本だけがワクチンを独占するかのようなことにならな
いよう、他国への一定程度の配慮を踏まえた施策も進めるべきである。

（構成員の主なご意見）
・全国民のワクチン接種が目標という基本認識の下、全国民に行きわたるワクチンの量を確保することは重要。
・基本的に国民みんなに接種できることを目標としていくべき。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ②

（政府としての中間的とりまとめ）
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接種の実施体制

（１）接種の実施体制については、特定接種の枠組みはとらず、住民への接種を優先する考え立ち、簡素かつ効
率的な接種体制を構築する。

（２）国民への円滑な接種を実施するため、国の主導的役割、広域的視点、住民に身近な視点から、国、都道府県
及び市町村の主な役割について概ね以下の分担を前提とし、今後具体的な検討を進め、必要な体制の確保を図る。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ③

（政府としての中間とりまとめ）

（国の主な役割）
・ワクチン、注射針・注射筒の購入及び卸売業者への譲渡
・接種順位の決定

・健康被害救済に係る認定
・副反応疑い報告制度の運営

（都道府県の主な役割）
・地域の卸売業者との調整
・市町村事務に係る調整
・医療従事者等への接種体制の調整
・専門的相談対応

（市町村の主な役割）
・医療機関との委託契約、接種費用の支払
・住民への接種勧奨、個別通知（予診票、クーポン券）
・接種手続等に関する一般相談対応
・健康被害救済の申請受付、給付
・集団的な接種を行う場合の会場確保

・ワクチンに係る科学的知見の国民への情報提供
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接種の実施体制 （続き）

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ④

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• 医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有する者以外にも、仕事上の感染のリスクが非常に高く、かつ、感染し
た際に社会的な影響が甚大な者がいることも考えられる。しかし、これまでの感染の状況を踏まえると、新
型インフルエンザ対策で想定をしていたような、国民のほとんどが短期間に感染し、欠勤者や死亡者が多発
することは今のところ想定されない。

• こうしたことを踏まえれば、特定の医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有する者へのワクチンの接種を優先
すべきであり、社会機能維持者に対する特定接種を行うことについては現段階では優先的な課題とはならな
いのではないかと考えられる。

• 実施体制の構築については、現場が混乱しないよう、簡素かつ効率的な体制整備を進めていくべきである。
• ワクチンの接種の実施にあたっては、各地域の実情に踏まえつつ、地方自治体や医療機関、都道府県医師
会・郡市区医師会が十分に連携をした上で実施していく必要がある。また、地方自治体の負担が生じないよ
う、円滑な実施に向けて政府における財政措置をすべきである。

• また、ワクチン製剤の品質の確保体制を十分に確保すべきである。

（政府としての中間とりまとめ）
（３）ワクチン接種の実施に当たっては、地方自治体の負担が生じないよう、国が必要な財政措置を講ずる。
（４）国は、都道府県及び市町村の事務負担の軽減を図るため、接種可能な医療機関及び接種対象者の把握及び
ワクチン等の物流管理等のためのシステムの構築・改修、集合契約の活用等について検討を進める。
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接種の実施体制

（構成員の主なご意見）
• 接種主体を市町村とした場合、市町村の準備内容を明らかにし、市町村への支援の在り方を考えておくべき。
• 実務を担う市町村の意見を十分に踏まえ準備を進めることが必要。
• 今回、ワクチンの流通に必要なコールドチェーンの整備が必要。
• 準備が完全に整っていない段階で一斉に多数の人に接種すると、手続きに混乱が生じたり、接種時の副反応
が多数報告されることによる不安感の助長などが想定されるので、余裕を持って段階的に接種を促すことも
重要ではないか。

• 異なる製法のワクチンが混在した場合、ワクチンの選択・使用を事前に考えておくことが重要。
• ワクチン接種の枠組みは、効率的かつ簡素なものにすることが必要。
• 行政機関と医療機関が連携して、円滑にワクチンが接種できる体制の構築が必要。
• ワクチン接種に係る財政負担について、国の支援が必要。

（続き）

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑤
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接種順位

（１）当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、その供給も順次行われる見通しであることから、接種目的
に照らして、
・新型コロナウイルス感染症患者（新型コロナウイルス感染症疑い患者を含む。以下同じ。）に直接医療を
提供する施設の医療従事者等（新型コロナウイルス感染症患者の搬送に携わる救急隊員及び積極的な疫学
調査等の業務に携わる保健師等を含む。）

・高齢者及び基礎疾患を有する者
を接種順位の上位に位置付けて接種する。今後、具体的な範囲等について、検討する。

（３）さらに、妊婦の接種順位について、国内外の科学的知見等を踏まえ、検討する。

（２）高齢者及び基礎疾患を有する者や障害を有する者が集団で居住する施設等で従事する者の接種順位に
ついて、業務やワクチンの特性等を踏まえ、検討する。

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• 今回のワクチンに関しては、様々なメーカーが開発を進めているが、単独のメーカーのワクチンだけでは
必要な供給量を確保できない可能性がある。したがって、場合によっては、安全性や有効性の異なる複数
のワクチンが流通し、その複数のワクチンの有効性などの差異も踏まえて接種対象者に分配しながら、接
種を進めることが必要になりうる。

• また、安全性及び有効性の両面で理想的なワクチンが開発される保証はない。即ち、図（本資料では省
略）に示すように、ワクチンによっては、重症化予防効果のみならず発症予防効果も有することもありえ
るが、感染予防効果はない可能性もあり、現実の早い段階で国民に周知する必要がある。

• 更に、安全性及び有効性のレベルはワクチンによって様々である。そこで、安全性及び有効性がどこまで
存在すれば許容範囲内であるかについての議論が必要である。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑥

（政府としての中間とりまとめ）
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接種順位 （続き）

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• 国には、国民に必要なワクチン確保のために全力を挙げてもらいたい。さらに、国民へのワクチンの接種
にあたっては、常識的なワクチンの供給量や接種体制を考えると、一度にすべての対象集団に接種を行う
ことは不可能である。

• したがって、接種を行うにあたっては、接種の対象を誰にするのか、そしてどのような順番にするのかと
いう優先順位を検討する必要がある。

• 我が国では、新型コロナウイルス感染症の対策として、感染拡大防止と重症化防止を目指してきた。この
ことを踏まえると、接種を優先すべき対象者については、高齢者及び基礎疾患を有する者の重症化を予防
することを中心とし、さらに、それらの者に対し新型コロナウイルス感染症の診療を直接行う医療従事者
を含めることを考えるべきである。

• なお、特定の医療従事者を優先する場合、新型コロナウイルス感染症の患者に係る直接の診療を行わない
までも、新型コロナウイルス感染症が疑われる患者を積極的に診療する医療従事者や救急隊員、積極的疫
学調査に携わる保健所の職員を含めることについても議論が必要と考えられる。高齢者及び基礎疾患を有
する者が集団で居住する施設で従事する者や妊婦を含めるかどうかについても、検討課題である。

• 優先順位を考える上では、さらに上記以外にも、供給量及び価格、年齢等による差異、有効性の持続期間、
接種回数、複数の種類のワクチンの流通についても考慮する必要があり、これらの情報が明らかとなった
段階で最終的な判断を行うべきである。

• 接種を優先すべき対象者がリスクとベネフィットを考慮した結果、接種を拒否する権利も十分に考慮する
必要がある。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑦
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接種順位

（構成員の主なご意見）
• 医療従事者への接種の際、特定接種管理システムを活用してはどうか。
• ワクチンの供給は段階的に行わざるを得ない状況において、接種順位を明確にすることは必要。
• 命を守る観点から、高齢者あるいは基礎疾患を有する方を接種順位に位置付けることは理解。
• 高齢者が入居する社会福祉施設において、クラスターが発生するなどにより、施設職員が非常に苦労をし
ていることや重症化しやすい入居者が多数居住していることから、社会福祉施設で従事する方も接種順位
に位置付けることを検討してはどうか。

• 接種順位の対象者については、反発を招かないように丁寧に説明していくことが重要。

（続き）

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑧
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ワクチンの有効性及び安全性

（１）接種に用いるワクチンは現時点では未定であるが、新たな技術を活用したワクチンの開発が進められて
おり、これまで日本で承認されたワクチンとは大きく性質が異なるものと考えられる。また、接種実績が限
られる状況では、ワクチンの有効性及び安全性等に係る情報も限られることも想定される。

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• ワクチンの接種を行うにあたっては、リスクとベネフィットの双方を考慮する必要がある。現在のところ、
開発されるワクチンの有効性及び安全性については不明な点が多いが、継続的な情報収集を進める必要が
ある。

• 特に留意すべきリスクは、現在開発が進められているワクチンでは、核酸やウイルスベクター等の極めて
新規性の高い技術が用いられていることである。また、ワクチンによっては、抗体依存性増強（ADE）な
ど重篤な副反応が発生することもありうる。ワクチンの接種にあたっては、特に安全性の監視を強化して
接種を進める必要がある。

（２）ワクチンの有効性及び安全性等の評価については、医薬品医療機器総合機構等で検討するとともに、広
く接種を行う際には厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会で適切に議論する。

（４）国は、ワクチンによる副反応を疑う事象について、医療機関又は製造販売業者からの報告などにより迅速
に情報を把握するとともに、当該情報に係る専門家による評価により、速やかに必要な安全対策を講ずる。

（３）国は、ワクチンの接種開始以降も、ワクチンの製造販売後調査等により、製造販売業者等と連携し、品質、
有効性及び安全性のデータの収集・分析を行うなど、有効性及び安全性を十分に確保する。

（５）ワクチンは最終的には個人の判断で接種されるものであることから、ワクチンの接種に当たっては、リス
クとベネフィットを総合的に勘案し接種の判断ができる情報を提供することが必要である。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑨

（政府としての中間とりまとめ）
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ワクチンの有効性及び安全性

（構成員の主なご意見）
• 今回準備されているワクチンは、新技術を活用したものであり副反応がかなり生じることを考慮して、ワ
クチンの種類や接種対象を慎重に検討していくことが必要。

• 今回、ワクチンの薬事承認までの期間が通常よりも短くなることも考えられるが、ワクチンの有効性及び
安全性などを確実に担保していくことが必要。

• 予防接種後に、何らかの症状が出現すれば、予防接種が原因ではないかと疑われることがある（いわゆる
「紛れ込み」等）。このような事象に対しては、科学的に検証することが重要。

• 接種しない人も相当数でてくる可能性があるが、有効性及び安全性が確保されるのであれば、勧奨接種し
ていくことも必要ではないか。

• 最終的には、判断をして接種するというのは、成人の国民の選択。

（続き）

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• 一般的に、呼吸器ウイルス感染症に対するワクチンで、感染予防効果を十分に有するものが実用化された
例はなかった。従って、ベネフィットとして、重症化予防効果は期待されるが、発症予防効果や感染予防
効果については今後の評価を待つ必要がある。しかし、今から、安全性と共に有効性が妥当なワクチンが
開発されたときに備えて準備を進めていく必要がある。

• 実際に接種を始める時期は、安全性及び有効性について国が認める薬事承認が行われた後となる。しかし、
新規性の高いワクチンである場合、市販後に多数の人々への接種が開始された後になって初めて明らかに
なる安全面の課題も想定されるため、現実社会（Real world）での有効性を検討する疫学調査とともに市
販後調査を行いながら、注意して接種を進める必要がある。そして、副反応などの発生については、特に
情報収集とともに、適切な情報発信を行う必要がある。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ➉
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健康被害救済制度

〇国は、ワクチン接種に伴い、健康被害が生じた場合の健康被害救済を目的とした必要な措置を講ずる。

（構成員の主なご意見）
• 副反応等による健康被害救済や相談対応について、国の責任を明確化すること。
• ワクチン接種後に、副反応が疑われる場合の対応について、事前に関係者に情報提供することが重要。
• 国民の不安を軽減するため、健康被害を受けた場合についての補償を盛り込むべき。
• 定期接種での接種後の健康被害は、疾病・障害認定審査会で認定されているが、今回どのようなシステムで
健康被害を認定するのか。

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• 実際の安全性及び有効性などの性能評価については、医薬品医療機器総合機構（PMDA）での検討とともに、
厚生科学審議会（予防接種・ワクチン分科会）での議論を十分に行っていただきたい。導入後の副反応のモ
ニタリングについても、予防接種・ワクチン分科会にお願いをしたい。有害事象の発生時の対応についても、
予防接種・ワクチン分科会で行うことを確認したい。

• 接種した方に健康被害が生じた場合の救済措置についても、認定のプロセスを含め、検討する必要がある。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑪

（政府としての中間とりまとめ）

11



広報

〇国は、国民に対して、ワクチンの有効性及び安全性への認識を高めるため、的確で丁寧なコミュニケーション
等を進め、幅広くワクチン接種への理解が得られるように取り組む。

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• わが国では、ワクチンの効果と副反応の関係については、長い間、国民に理解を求める努力をしてきたが、
副反応への懸念が諸外国に比べて強く、ワクチンがなかなか普及しなかった歴史がある。

• 従って、国民が納得できるような、十分な対話を行っていくべきである。
• 国民からのワクチン開発への期待は極めて高いが、開発が進むにつれ、特定の社名や製品が話題に上りやす
くなり、様々な誤解を与える情報の発生につながりやすい。国民がワクチンに対して抱く懸念や誤解されや
すい点を調査や対話を通じて理解し、よりよいリスクコミュニケーションにつなげる仕組みを設けるべきで
ある。現時点から、継続的にワクチンのリスクとベネフィットや供給体制の考え方を周知する取り組みが必
要である。

• 優先順位の決定については、ワクチンの確保の状況なども踏まえて、政府が行うべき事項ではあるが、その
決定にあたっては、科学的に明らかとなったことと共に科学的には未だ不明な点も含めて国民への丁寧な情
報発信を行いつつ、パブリックコメント等を通した国民からの意見も十分に踏まえて、検討を行うことが必
要である。

• 仮に感染予防効果の高いワクチンの開発に成功した場合には、感染による重症化リスクが相対的に低い若年
者の接種状況がまん延を防ぐためには重要になるとも考えられることから、各世代に向けた十分な情報の発
信が必要である。

• 今回の新型コロナウイルスワクチンの安全性及び有効性については科学的な不確実性がある一方で、国民の
期待も極めて大きいことから、しっかりと正確な情報を丁寧に伝えていく必要がある。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑫

（政府としての中間とりまとめ）
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広報

（構成員の主なご意見）
• 新たなワクチンでもあるので接種後も、リスクコミュニケーションを進めることは必要。
• 社会全体で、健康被害の救済措置を含めワクチンに関して正しく理解するために、しっかりリスクコミュ
ニケーションをすべき。

• 2009年新型インフルエンザワクチンやHPVワクチンの経験を踏まえ、日本人は他国と比べ副反応に対し非常
にセンシティブであることを考慮したうえで、国民の理解をいかに形成しながらワクチン接種を進めてい
くのか検討することが必要。

• ワクチンへの期待が大きいだけに期待する効果が得られなかった場合、心理的な影響にも考慮するため、
社会的な発信をどのようにするのか検討することが必要。

• ワクチン接種が社会や経済に対し、どれだけのベネフィットがあるのか推定しながら、国民的な議論を行
うこと考慮してはどうか。

• 情報発信する前に、ワクチンに対する期待値、不安や疑問を抱く点などを調査してはどうか。特に高齢者
がどうしたら接種の意向を持てるようになるか調査してはどうか。

• ワクチン接種が原因とする様々な有害事象が生じることは事実であり、ワクチン接種するかどうかは最終
的には個人の判断であるため、接種するかどうかを一人一人がよく考えてもらう機会にしてはどうか。

• 国民からのワクチン開発への極めて高いが、開発が進むにつれ、特定の社名や製品が話題に上りやすくな
り、様々な誤解を与える情報の発生につながりやすい。

（続き）

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑬
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今後の検討等

〇今回整理する内容は、今後明らかになる知見等を踏まえ、適宜見直す。

（分科会として第６回分科会までの意見を整理した考え方）
• これからも、新しい科学的知見が出た場合には、必要に応じ、十分な議論を行う必要がある。

〇今後のワクチンの接種に当たり、具体的な接種順位、ワクチンの流通体制、複数メーカーのワクチン使用
の在り方、副反応への対応等について、引き続き検討する。

分科会での議論と政府としての中間とりまとめ⑭

（政府としての中間とりまとめ）

14



テキストボックス
第18回新型コロナウイルス感染症対策分科会（R2.12.11開催）資料4-1　抜粋

noriko-komatsu
タイプライターテキスト
関連資料




